


























































































































































































































































































































支持政党 支持率 投　票 棄権 計 N
民　　主 党 16．9 86．1 13．9 100．0 1671
自　　民 党 12．2 79．3 20．7 100．0 1206
公　　明
?
2．3 95．6 44 100．0 228
共　　産
?
3．9 90．9 9．1 100．0 384
社　　民 党 1．3 84．0 16．0 100．0 125
国　民　新 党 0．4 86．1 13．9 100．0 36
新　党　日
?
0．2 72．2 27．8 100．0 18
みんなの党 11．0 82．6 17．4 100．0 1086
たちあがれ日本 0．8 76．8 23．2 100．0 82
新　党　改 革 0．6 87．5 12．5 10α0 64
日本創新党 0．7 94．1 5．9 100．0 68
その他の政党 0．2 88．2 11．8 100．0 17












































































民　　　主 20．8 22．0 たちあがれ 1．6
自　　　民 13．2 19．2 新党改革 0．4
公　　　明 3．4 3．4 日本創新党 0．4
共　　　産 4．0 4．4 日　　　本 σ2
社　　　民 1．2 2．0 他 0．2 1．2













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一2　対数尤度 587．000 438，729 561．523
保革イデオロギー：「保守」＝1，「やや保守」＝2，「中間・わからない」＝3，「やや革新」＝4，
　　　　　　　「革新」＝・5
政府規模志向：「小さな政府」＝1，「わからない」ニ2，「大きな政府」＝3
官僚信頼度：「信頼できる」＝1，「やや信頼できる」＝2，「どちらともいえない」＝3，
　　　　　　　「やや信頼できない」＝4，「信頼できない」＝5
”　p　＜　．01　　　　＊　pく　．05
敗因のひとつに挙げることができる。
　最後に，保革イデオロギー，政府規模志向，官僚信頼度を投入して，投票
選択に対する規定要因を分析する。比例区への投票を従属変数としたロジス
ティック回帰分析の結果を示したのが表12である。
　まず，民主党への投票への規定要因をみると，保革イデオロギーは革新的
であればあるほど，また政府規模については大きな政府派ほど民主党に投票
する確率が高い。そして官僚信頼度は有意な効果を持っていない。次に，自
民党への投票への規定要因をみると，保守的であればあるほど自民党に投票
する確率が高い。そして政府規模志向と官僚信頼度は有意な効果を持ってい
ない。最後に，みんなの党への投票への規定要因をみると，小さな政府派ほ
ど，そして官僚に対する不信層ほど，みんなの党に投票する確率が高い。
皿．まとめ
本稿では，2010年7月に行われた第22回参院選における都市有権者の政
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治意識と投票行動について考察を加えた。材料は，フジテレビによる首都圏
有権者調査とサーベイ・リサーチ・センターによる東京都民調査である。最
後に，東京都民調査データの分結果について主要なポイントを整理する。
　①有権者意識は，民主党政権に対する評価は事業仕分け以外については
　　低い評価を下しているものの，政権交代に対しては全般的に肯定的に捉
　　えている。
　②2009年総選挙と比べて2010年参院選では，景気・経済や税制の問題
　　を重視する有権者が増え，社会保障や霞ヶ関改革を重視する有権者は減
　　少した。
　③有権者の保革イデオロギーと投票政党の関係は，自民党が保守型，民
　　主党が革新型であるのに対して，みんなの党はフラット型であり，保革
　　イデオロギーとの関連性がほとんど認められない。
　④政府規模志向と投票政党との関係は，民主党が大きな政府型，みんな
　　の党が小さな政府型であるのに対して，自民党はフラット型である。自
　　民党は政府規模志向との関連性がない。
　⑤官僚信頼度と投票政党の関係は2009年総選挙と2010年参院選とで異
　　なっている。2009年総選挙では民主党は不信型であったが，2010年参
　　院選ではやや信頼型に移行している。それに対して，みんなの党は
　　2009年はフラット型であったのが2010年は不信型に移行している。こ
　　の事実から，2009年に民主党に投票した官僚不信層の一部が民主党政
　　権に失望し，2010年にはみんなの党に移行した。民主党は政権発足か
　　ら間もなくしてから「事業仕分け」を行い，政治主導路線をアピールし
　　たが，ムダの削減は限定的であり，子ども手当てや高速道路無料化など
　　の政策の実行のための財源の調達が困難な状況に追い込まれた。
　2010年参院選におけるみんなの党の健闘は，自民党政権，民主党政権の
何れに対しても不満を抱く有権者の受け皿となった事によるものであった。
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政経論叢　第80巻第1・2号
（1）　2009年総選挙では，
《注》
　　で民主党候補を支持し，
　　2010年4月の日医会長選に立候補し，
　　師会と農協（JA）は自民党現職と民主党現職をともに推薦し，
　　選挙区・比例区とも民主党候補の推薦を決めた。それに対して県建設業協会や
　　土地改良政治連盟や県建設業協会は自民党候補の推薦を決めた（「茨城新聞』
　　2010年6月10・11・13日）。
（2）　池田勇人内閣から鳩山由紀夫内閣までの時事世論調査の内閣支持率ランキン
　　グについては，井田（2010a），59－60頁にて記載した。
（3）　筆i者はかつて，無党派層は既得権擁護か打破かを判断基準としているのでは
　　ないかと論じたことがある（井田2002）。
保守王国の茨城県では県医師連盟が7選挙区のすべて
　注目された。当時県医師会長であった原中勝征は，
　　　　　　　当選した。2010年参院選では県歯科医
　　　　　　　　　　　　　　　　　　県医師連盟は
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